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○ 森林所有者、製材工場、工務店など川上と川下の関係者が一体となり、地域材を活用して、消費者の納  

          顔の見える木材での家づくり 

 得する家づくりに取り組む「顔の見える木材での家づくり」を推進しています。 

■ 関係者連携のイメージ 

消 工設 製
材

森所

■ 供給戸数及びグループ数の推移 
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6,799 

301 

5,910 
6,460 

241 

117 

182 

資料：林野庁業務資料  
※供給戸数は前年実績 

 森林組合、製材工場、工務店、建具小売業、建築材料卸売業など
からなる八溝杉の家づくり協同組合（栃木県那須烏山市）では、地
元で生産された良質なスギ材を天然乾燥し、こだわりのある施主に
対応した質の良い和風木 
造建築を平成１７年には１５造建築を平成１７年には１５
戸供給している。 
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(1)教育の場としての活用と新たな交流需要の創造 

 （教育の場としての農村の活用） 
○ 平成20年度から実施している「子ども農山漁村交流プロジェクト」は 農村への経済効果のほか 子どもの生きる力を育むな

２．都市と農村の交流等① 

○ 平成20年度から実施している「子ども農山漁村交流プロジェクト」は、農村への経済効果のほか、子どもの生きる力を育むな
ど教育的な効果を得られていることを踏まえ、引き続き推進。 

○ 具体的には、受入体制の整備や文部科学省、総務省との連携強化に加え、受入地域を発掘するための新たな取組を推進。 
 （新たな交流需要の創造） 
○ 訪日外国人や 観光・行楽部門の余暇消費の多い高齢者など 農村への旅行者として十分に開拓されていないターゲットに

教育の場としての農村の活用 新たな交流需要の創造 

○ 訪日外国人や、観光 行楽部門の余暇消費の多い高齢者など、農村への旅行者として十分に開拓されていないタ ゲットに
対し、戦略的かつ積極的にアプローチし、新たな交流需要を創出することが必要。 

○ 多様な主体の連携による共生・対流の推進に加え、新たに観光関係者と農村地域が連携した取組を支援。 

子ども農山漁村交流プロジェクトの一層の推進 

○ 平成20年度に受入モデル地域に選定した地域を対象にアン
ケートを実施した結果、以下の各効果が見られた。

○ 都市と農村が有する特徴を活かし、相互に魅力を享受できるような関係を 
 構築するため、以下の取組を通じ、都市と農村を行き交う新たなライフスタイ 

ルを普及啓発。

多様な主体の連携による共生・対流の推進 

 
  
 
○ このような実績を踏まえ、各地域のモデルとなる受入地域の育

成を図るため ワ クショップや研修等を通じ 安全確保及び緊急

・経済効果    ・生きがい等の再生効果    ・教育的効果 

を普及啓発。

観光関係者と農村地域が連携した新たな都市農村交流の推進 

○ 観光関係者と農村地域の連携によるグリ ン ツ リズムの推進に向けた

 ・ 共生・対流に関する地域のモデル的な取組の顕彰 
 ・ 各種メディアを活用した情報発信 

成を図るため、ワークショップや研修等を通じ、安全確保及び緊急
対応等に係る機能を備えた受入モデル地域の整備等を推進。 

 
○ 受入地域を発掘するため、本プロジェクトの受入れに関心を有

する地域を対象とした基礎的な研修等を実施。 

○ 観光関係者と農村地域の連携によるグリーン・ツーリズムの推進に向けた
プラットフォームの構築。 

 
  
○ 観光圏を中心とした地域における観光関係者と農村地域が連携して取り組

む実践的 組を支援

  観光関係団体とグリーン・ツーリズム実践団体が連携推進のための意見
交換等を行う場の設置等 

 
○ 総務省、文部科学省及び農林水産省の３省がより一層連携し、 
 合同の説明会、推進キャラバン等を実施。 

む実践的取組を支援。

 
○ 国際グリーン・ツーリズムの推進に向け、訪日外国人旅行客の受入体制の

整備に対し支援。 
 地域における外国語によるパンフレットや体験コンテンツの開発等 

 受入体制の整備や体験コンテンツの開発等 
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 全国の農山漁村で受入地域を整備し、長期宿泊体験活動を行う小
学校の児童生徒数の増加を図る。 

 これらの取組を通じてグリーン・ツーリズム施設宿泊人数の更なる
増加を図る。（平成20年度実績値は約844万人。） 



 （人材の確保・育成） 

(2)人材の確保・育成と都市と農村の協働 ２．都市と農村の交流等② 

○ 農村が人材不足といった構造的な問題を抱える一方で、都市部においては農村に関心を持つ者が多く存在することに着目し、
農村の活性化を担うリーダーとなり得る人材を育成する仕組みを構築するため、都市と農村地域をつなぎ、農村地域において
都市部人材等を活用する取組を推進。 

 （都市と農村の協働による地域資源の活用） 
○ 都市部 企業 大学等多様な主体と 協働 より 新たな視点 手法 農村 地域資源 発掘 活用を推進

人材を安定的に確保・育成するための仕組みの構築

人材の確保・育成 

多様な主体との協働の在り方として先駆的な事例を全国に発信

都市と農村の協働による地域資源の活用 

○ 都市部のＮＰＯ、企業、大学等多様な主体との協働により、新たな視点、手法で農村の地域資源の発掘・活用を推進。 

 
 
 都市と農村をつなぐ能力をもった仲介機関による以下の取組を支援。 
 
○ 農村地域における活性化活動への参加を希望する都市部等の人材を

研修生として農村地域 派遣し 実践研修を行う取組

人材を安定的に確保・育成するための仕組みの構築

 
 

多様な主体との協働の在り方として先駆的な事例を全国に発信 
 
○ 農村でこれまで見過ごされていた地域資源を魅力的なものとして改めて発

掘、活用することで都市と農村の交流等を促進していくことが必要。 
 

○ また、こうした取組を進める上で、外部の視点や専門的知見を有する企業、
研修生として農村地域へ派遣し、実践研修を行う取組

 
○ この実践研修の成果を高めるためのノウハウを有した指導員の派遣

（ワークショップや活動成果発表会等を行うことによる、事業実施効果の
向上、波及） 

 こうした地域資源の活用や都市と農村の協働の
あり方は、地域の状況に応じて様々であるが・・・ 

 

ＮＰＯ、大学等の都市部の様々な主体と連携して行うことが有効。 
 
 

 
○ 課題を有する農村地域に専門的知見を有するアドバイザーを派遣し、講

演、実技指導を直接行う取組 

※人材育成のための取
組事例

○ 全国の農村に共通する課題として、先駆的な取組事例の収集や、情報交換
等のためのネットワークの形成を推進することにより、各地域における自発的
な取組を後押し。 

＜地域の取組事例＞組事例 
「九州ムラたび」がコーディ
ネート機関として、都市部の
人材を研修生として長崎県
雲仙市に派遣し、研修生は
地元名産のこぶ高菜の収穫、
加工等に従事。 

＜地域の取組事例＞
 栃木県茂木町竹原地区では有志で「竹原郷づ
くり協議会」を設立し、ＮＰＯと連携して地域資源
の竹林を活用した地域観光スポットの掘り起こし
やイベントの開催などに取り組んでいる。 
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 都市部の人材を活用し、農村地域の活性化を担う仕組みの確立。 

 全国の農山漁村において、自発的で意欲ある地域活性化のための
取組を更に拡大。 



オーライ！ニッポン会議 

オーライ！ニッポン会議 
代  表：養老孟司      副代表：安田喜憲、平野啓子 
運営委員長：金子家治 

運営委員会 

専門委員会 

ＮＰＯ 

会員数：５６４ 

（平成２１年６月末時点）

企業 地方公共団体 

その他団体 個人 

○キャンペ ンイベントの共催 後援 平成2１年３月末現在 ３００件

（平成２１年６月末時点）

活動状況 
○キャンペーンイベントの共催・後援  平成2１年３月末現在 ３００件

 

○ホームページによる情報提供     平成21年８月末現在 

                           2,512,856アクセス （ 07年10月～累計） 

○「ようこそ！農村へ」キャンペーン 

  ・グリーン・ツーリズム商品の普及啓発 

○オーライ！ニッポン地方シンポジウム（第７回） 

  ・H21.11.18    於 和歌山市 

○オーライ！ニッポン大賞 

H22 3 1 第７回オ ライ！ニッポン大賞審査委員会
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 ・H22. 3. 1   第７回オーライ！ニッポン大賞審査委員会

○オーライ！ニッポン全国大会 

  ・H22.3.10    第７回オーライ！ニッポン全国大会 
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